
　日本郵政グループは、全国の郵便局ネットワークを通じて、郵便・貯金・保険の三事業を中心とし
たさまざまな商品・サービスを提供し、お客さまの生活全般に深くかかわり、お客さまと地域・社会
のお役に立ち続ける企業グループ、「トータル生活サポート企業グループ」を目指しています。

*1 発行済株式総数に対する保有割合（2019年3月末現在）
*2 自己保有株式を除く発行済株式総数に対する保有割合（2019年3月末現在）
*3 発行済株式総数に対する保有割合（2019年3月末現在）
なお、2019年4月、日本郵政（株）は、（株）かんぽ生命保険普通株式の第2次売出
しを実施いたしました。本売出し及び（株）かんぽ生命保険による自己株式取得
の実施により、日本郵政（株）の（株）かんぽ生命保険普通株式に対する保有割合
は、約64％となりました。

商品・サービスの
提供・地域社会

への貢献

日本郵政グループ

株式保有割合
約56.9％ *1

株式保有割合
約89％*3

株式保有割合
約89％ *2

金融2社の経営状況、ユニバーサルサービスの責務の遂行への
影響等を勘案しつつ、できるだけ早期に、全株処分を目指す

（郵政民営化法）

株式保有義務
100％

（郵政民営化法） 地域・社会
お客さま

政府

注:持分法適用関連会社

（2019年3月末現在）

郵便・物流事業

日本郵便輸送株式会社
日本郵便メンテナンス株式会社
ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス株式会社
ＪＰビズメール株式会社
株式会社ＪＰメディアダイレクト
東京米油株式会社

金融窓口事業

株式会社郵便局物販サービス
ＪＰビルマネジメント株式会社
ＪＰコミュニケーションズ株式会社
日本郵便オフィスサポート株式会社
ＪＰ損保サービス株式会社
株式会社ＪＰ三越マーチャンダイジング
株式会社ゆうゆうギフト
ＪＰ東京特選会株式会社
セゾン投信株式会社注

株式会社ジェイエイフーズおおいた注

リンベル株式会社注

国際物流事業

Toll Holdings Limited及び同社傘下の連結子会社
JPトールロジスティクス株式会社
トールエクスプレスジャパン株式会社
Toll Holdings Limited傘下の関連会社注

1 お客さまの生活をトータルにサポートする事業の展開
3 社員の力を最大限に発揮するための環境の整備

2 安定的なグループ利益の確保
4 将来にわたる成長に向けた新たな事業展開

中期経営計画
～新郵政ネットワーク
創造プラン2017～

成長・発展を遂げるための
グループ戦略を推進

2015 2017 2018 2020

郵便局ネットワークを中心にグループ一体となって、
チームＪＰとして、ユニバーサルサービスを確保しつつ、

トータル生活サポート企業グループを目指す

❺ 生命保険業

商品やオペレーション体系の一体的見直しと荷物拡大に対応したサービス基盤の強化

地域ニーズに応じた個性・多様性ある郵便局展開等により郵便局ネットワークを維持・
強化しつつ、最大限に活用して地域と共生

トールの経営改善と、JP・トールのシナジー強化による国内のコントラクト
ロジスティクス展開

運用の高度化・多様化、非金利収益の拡大、効率的な資源配分

保障重視の販売、募集品質向上による保有契約の反転・成長

事業領域 基本方針

❶ 郵便・物流事業

❸ 国際物流事業

❷ 金融窓口事業

❹ 銀行業

日本郵政グループ中期経営計画2020（2018-2020）の概要

事業別の基本方針

　厳しい環境の中での安定的利益の確保と、持続的成長に向けたスタートを図ります。

基本方針

中期経営計画
2020

厳しい環境の中での
安定的利益の確保と
持続的成長に向けた

スタートを図る

トータル生活サポート
企業グループ

・事業の持続的成長
・安定的利益の確保
・公益性・地域性の発揮

株式保有義務
1/3超

（郵政民営化法）

銀行業

JPインベストメント株式会社及び同社傘下の連結子会社
ＪＰ投信株式会社注

ＳＤＰセンター株式会社注

日本ＡＴＭビジネスサービス株式会社注

その他

日本郵政スタッフ株式会社
ゆうせいチャレンジド株式会社
ＪＰホテルサービス株式会社
日本郵政インフォメーションテクノロジー株式会社
日本郵政キャピタル株式会社
日本郵政不動産株式会社
株式会社システムトラスト研究所 
JPツーウェイコンタクト株式会社

生命保険業

かんぽシステムソリューションズ株式会社
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中期戦略中期戦略 日本郵政グループの構成




